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予算措置の状況
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【平成25年度】
・学習指導要領の編集改訂等　33百万円の内数【一般会計】
・原子力教育支援事業委託費　48百万円の内数【エネルギー対策特別会計】
・放射線教育支援事業　245百万円【一般会計】

施策の内容

①平成20年告示の中学校学習指導要領について
理数教育の充実を行い、「放射線の性質と利用」が新たに盛り込まれた新しい中学校学習指導要領（平
成20年告示）を平成24年度から全面実施する。
②各都道府県等教育委員会の指導主事等を対象にした会議等の開催について
学習指導要領の円滑な実施に向けて、各都道府県等教育委員会の指導主事等を対象にした会議等に
おいて、新たに盛り込まれた「放射線の性質と利用」も取り上げるなど、説明、周知を図る。
③原子力教育支援事業委託費
原子力、エネルギーや放射線等に関する教育の取組の充実を図るため、各地域等が行う学校教育の
場などにおける原子力等に関する知識の習得、思考力・判断力の育成のための取組への支援を行う。
④放射線教育支援事業
児童生徒等が放射線に関する科学的な知識を身につけるとともに、理解を深めることができるよう、国と
して学校における放射線に関する教材等の作成・配布や教員に対する研修等の支援を行う。

施策の進捗状況及び今後の予定

①平成20年告示の中学校学習指導要領について
・平成23年度に移行措置により理科において「放射線の性質と利用」について先行実施を行い、平成24
年度より全面実施。
②各都道府県等教育委員会の指導主事等を対象にした会議等の開催について
・小中高校の理科：平成23年７月、平成23年11月、平成24年７月、平成24年11月、平成25年７月（予
定）、平成25年11月（予定）
③原子力教育支援事業委託費
・平成24年度まで、小学校・中学校・高等学校の各段階に応じて、放射線等に関する基礎知識などにつ
いて学ぶ副読本の作成・配布、教育職員等を対象としたセミナーの開催、児童生徒を対象とした出前授
業及び学校等を対象とした簡易放射線測定器の貸出等を実施。
・平成25年度は学校等を対象とした簡易放射線測定器の貸出を実施予定。
④放射線教育支援事業
・東日本大震災での原子力災害の状況や教育現場のニーズの変化を踏まえ、放射線に関する教材等
のあり方を検討予定。
・教員等を対象とした放射線に関する研修等や、生徒等を対象とした放射線に関する出前事業を実施
予定。


